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発展途上国への技術移転（上)

矢 内 原 勝

I 技 術 の 性 資 と そ の 趣 類 ’、

D 技術選択 

《り適当な技術 

《2》等座出量親{の特殊な形:！̂

. ‘ ン : W f 次号）
(3) 技 術 選 択 醇 ゾ

(4) 耍索報酬比率の歪み .
• 《5> , 長期と短期の問題. ：

(6) ■過庇の資本f 約的按衛選択の’その他の因 

m 発展.途上国の不満と間題点 

( 1 ) 過 度 の 資 本 集 ■
. ( 2 ) 不当に高い価格 

《3》 二重経済構迫の強化 

(4) 多国籍企藥の行孰 

I V を展途ト.国の技術政策’

' ' I 技術の性質とをの種類 ’

. ，.，- レ. . - : -■ '.I - V  ̂ V - ...-’
ゾ ，-—— ，,， . し . .，■':，， ‘ -

発展途上国 <^>链済発展のなかセ , 技衛の果す役割の重妻挫について最近急激に認識がたかまり， 

おびただし V 、量の文献が爽われ > また绣術についてのシシホへジ'bムがP iかれている。’したがって， 

技術，：挟術の.先'進園よ, り発展途上国への移転.(transfei"〉，，発原 ) 上国内でのそめ'普及..(diffusion) 等の 

間题につい 't , 少なくとも.專門家の間でほ: , かなり多くのことが理解されてきたようである。’しか 

しなが.ら：技術ま体の特殊性のために，定義すらも入 fc*よク；r まあまちであるし，また発JJを途上国 

め経済発展の見地から技術をとらえるかぎ .り, 技辦なり技術政策のお力、;h H ：いる，梓 組 (setting) を 

-テ件とレて受け取らなけれぼならないが，その样組が国によって興なることもあって , 技術，技術 

移転# の問題を盤合的に取りうことはなかながむずかしいのである。 ’

技術は，财および川役を生産する方法であること fc•ついては，多く,の人の意見の一致をみるであ

ろう。 しかし方^：1ミといっても， とらえ力に広狭ホ_>って，人間の坐/ま的実跋における客観的法训性の
( 1 ) .，. . . . .  . . .

意識的適川というようなものから，人間と機械の l/i合の性贸，機械に体化されている原皿の変化，

注a) C30〕武各-三叨r科学‘技術および人fBjj, f威谷S ダj著作集4j勘？ぎ書E；, 1969-年，249ページ，
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機械の型式の新旧Mintage),労働の熟■ というよう.なエぎ的なもの，さらに経営.管理まで'を合 

めた知識とぃうような定義にまぜもますこそれに適じすこ思ぎ様式•慣習を必要とするから， 

技術変化の甚盤には, 思考様式，:慣習ひいては文化価値観の変化を必要とするのでもる。

. ここでは技術を経済学の扱える範囲で、とらえることにするが, それでもUト般的技術知識‘と， (2) 

特定の財，.(用役）を製作するため.りシステムをI区別する.ことかできる。その中間には’ {3)として特定 

の 财 で い が ，特をの企猿に特有の按衛を考えることができる。

(りを廣くとれぱ，たとえば読解力, 数学，会計学などの知識のようなものでんり，より狭く， 

産業でとれぱ，たとえば航空機製造産業に共通め情報である。この場合，《2)は;;-とえぱ，F104 戦 

翻機製造'ンスチムについての情報であり，これぱ他の競争企業の辦有しをいものでもる。（3》はその 

企業たとえぱロッキ-^ド社で開発された冶金技術のようなも？*である。 

二国間の技術移転については,.《1)は容易にほ移転できない。 は0)の技術に格差がなV、ときには

移転が容易である。 ’ .' . ‘

ァメリカ仓衆のロッキード社の5'1040戦| | 機 も モ デ ル と ^ を 製 造 し た と

き，技術移転が比較的容疑に行なわれたのは，（1Hこついて商国間に格塞がなかったためである。' ,

先進工業国間の技術移転がit；較的容易な慮因は，たとえぱァメリ力から西ドイタぺめ移転の場合, 

技術購入の困練と問題卓はっても, 長い怪廣と産業情報.網とつねに最新力、つ向上しつつある專門

的熟辣がこれらを克服する，と指摘されている。 -

，的にも技術移転は先進工業国間に比較して，先進国より発展途上国ぺのそれは少なく，後者は
- ' (7)  ■ ' 、 ■'

技術參転全体の10パーセント以下とV、われている。 ' 

技術に対する接方法の手始めとして，新古派の理論のなかに转術を導入する方法は，まずま. 

逆関数のなかに通常の生産要素, いま筒単化のために資本と労働の二つと仮ギすれぱ，これらニ•要 

索に如えて時間を入れることである。生産関数は，

(1)Q  ニ BXL, K, 0  .

■ ^(2) C26D Svencer, D.L., Technology Gap in  P^specHve, Spartan.Books, New York, 1970, p. 20.
( 3 ) 1 9 7 2 .年■ n 月7 日から9 日に•かけて,，バリで開かれたr榮展途上国内の技術速択i 適応j について研究会の多く fO參 

加者は， 「技術J という語を広まに用い， rfe営J その他の「社会的」技術をも含めるべきだということに意見が一致 

，しす， 〔4 〕 Develooment Centre of OECD, Choice and Adaptation o f Technology in  Developing Conntties; An  

Overview of Major Policy hsnues, Paris, 1^74, p , 137.
• ( 4 ) Stepanck, Joseph:E . お、, 技術は植物のためめ温室のような条件が提供されれぱ，どんなものでも，どんな場所でで 

も生産できると言ゥたのに対し, Behar5, B ep inは, 技術は文化ようなものて' , どのような文イヒも-^地域;;!》>ら他地域'
. へ移すことはできないと'主張している。. 〔4>  P P . ' . FMgueired|), R  d 6 もまた•技術の適応は文イヒ的変イ匕の.総^  

部分だとしズいる。,'.〔4〕p. 124,
- ( 5 )  Hall, G. R. and johneon, R. K , "Trattsfera of United Stat6a Aerospace Technology to Japan," in C31；) Vernon, 

R. (ed.), The Technology Fattor in  InU rm tim al Tfade, Columbia Univ., New York, 1970, pp. 305-363,
( 6 )  ri2^ EOA, Transfer and Adaptatim  of Technology,. GMl, 2/I^R/TP,10, 24 Ju ly，1973,, p. . .
( 7 )  0 )  Stepanek, J. B„ Dackgrimnd Notes for the Sefn im r on th& Choke o f Technology awl Relevant FaeWr CorA- 

U m th n i for  1975, (unpublished), p . 16.
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, ' 展途上国への技術# 転 (上）
■ -  バ、、 ■ 國國'國：:~ 一一" " -::， • ■ ■■■■-■；. . 國國園、

めょうに書かれる。 Q は実物め産出量, L とK は生座過箱で投入される勞働と資本の量， t は時間 

:. . .タネる。.'..'.:レノ..:へ. . . , . . . . ' . : ; . ユ： '. :. . . .  ■ . ,

き術漠歩率{4時間りま化にれするま出量の変化率とて定義された(ち〉, あるいは化廣要[紫の生遊 

，力の変化率と定義され：るレ生産要素の啦界まナこは平均生摩力ほ資本ン労線;比率時間，または要素 

報酬比率キ時•聞め関数とさみる‘ そして時fpめまイヒにもとづく妻素の生座力<6変化率を技衛進:;t時を 

之考♦ る。， 間は揉術そのものでは'ない。時:間は生産関数のなかに入;^られてはいあが, 他の/-1通  

-要寒のようfe, :その所有者に対する報細はない。たレかに技術が情’報 • 知識であれぱ，これは公共 

■ i財であって，そり闕堯，.習得には費がかかゥても,~■^般お料で公開される性質のものもある6 

'デれは無所有孝.(n0iina•りpdet^iyy技術, またはnon-operativeお̂衛>  も呼ぱれてい(l > o との型のモデ 

ルセf c : 掠 , 進夢ま知動節約lH‘, 中 立 よ び 資 本 t f約的のさつの型を区別ネることが可能である。 

、いずt t の場合で、も, (̂1ま要素投入量の增加がなくても産出韋の增加があったとき;ごれを技術進ホ 

<{?；榻というのが , そfP考え方の根幹であろう。 ；；■ V .

進歩の0 民経.族に料する貢献族を定襄化しょクという試みも, 同様な考えを基盤にも‘ってい 

るぃ最も筒単な方法は産出量の時間にわらづて0 增分のうち, 資本や労f動などの投入に倚せられな 

'か残余の部分を技術f e ょるものと解釈するも’めである。とりょうな計量手法も精紙化され，たとえ 

轉生産関敦として， ゾ : .

；； (2) Q =F(L, K, X, T) ■ ;

てを仮定する。X は労働と資本以外の投入であり，T はrc;用された技術の状態である。技術の推評に 

’タみ̂ |生産性 (partial prMuctivity indices)ょりもぃ総生産性(tゅ1 pro ûc.tivity indicesね♦韻れてぃると 

しX ,，これキ使用するにほ，まザ(2)まを時間に関して微分する。この場合/ 技術めT には競#•的価 

ン格を仮定していない。寒際の許量には, : たとえぱ生摩関数にゴ.'プ= ダグラスまを仮定し,.これにょ 

‘タ—圍<0技術成長に対する技術要因の定量化も可能であるが，ここではこの方向の研究には深入り 

べし■ . . . .  ふ :.'.:ン ，..ン ^̂̂̂^̂̂ ,

技術ゆ，その闕翁に費用がかかるが,それが政府ではなく  't 私企業でなされるとすれぱ,特許に 

J：ゥて保P されなけれぱ技衛闕考の購引がない。あるいは保護されなくても, f f しい技術を開i g し

方企寒が , 競#企業が追いつ.くまでcp期間に独占的糖位に立てるならぱ,技術には価格があるはずで

.'ある。; すなわち他 c p生産要素の所有者に対して要素報酬が重払われるように,技術所有着に細を 

ま仏わなけ•れぱ，技術が取得されることはできない。 このような技術はさきの用語に対Jtt'i;して，所

.注（8〉たと免ぱ〔3〕 幹明5//資易と長の理論J有鼓閣，1さ6も第W部技術進取経済成-良，ぉよび比校生産か。Jonca. 
RonMd W,, "The Role of Technology in the Theory of International Trade*V in〔31), Vornon pp. 73~92.

.(.9.) '.〔25〕,Sait6, M, Strategy fen- Intra-National Transfer of Technology, 1975, (unpublished), p, 6,
•’(10) ..〔19〕Mansflold, B., The E m m ie s  of Technological Change, Norton, .Now York, 1968, p, 27. C Oょう-な手法;^ 

韓国に toぜした例と，して，.〔18〕: Kim, NaIc Kwan, Tlie Mechanism of Transfer and Diffusi&n of Tetkmlogy in the 
.R&ptiblid t)f K(»'edt <4 Crなica厂ムsessweが，1975.. (unpublished), Appotidix.がある,.'，

—— :3 (557 )
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,■ rSfflきき雜誌j 68巻7，S号 (19プS年7.8J2_
• * ■ , ■ •...

，，有者（pî prietaが）技術ま、や!ほ.りpei*atlVe,技衛.と呼ぱれる0

齋藤優氏はこの関係を、ンX " ャとして表現し技術移転の径路と.して，無所有者，non~operativ©ト 
■ . . . . .  ( 1 1 ) 、：. . .

技術に対してほ公共システムを，6 p 6 lu tiv e技衛に対しては市場機橋を対応させズいる。

hon-opemtivr技術はお料であるから, 理論的には国際間め移艇になんの障害もないようにみ免 

る。ところが妻擦には, 無料め技術すなわも公共財どしての技術の主内容が,さきに指後しナこ(1》の 

一般的知識水準のようなもので、あれぱ，とれほ際間に•最も移転しにくいもので、ボゥで，技術受取-- 

国の政府の役割つまり広義の民教育め対象やもる可能性が大きい。ぶれに対t て有料のを術は国: 

際市場で購入できる対象である。 '

技術が所有者技術であるか, 無所有者按il?でわるかはあいまいであるが，技術を労働と資本（館1
(12)

単化のため士地も含ある）と同等め投入物として生産関数に会める方法が考えられる，。生廣関数,

《3} Q ^ F i U  K, H. T ) . 、 -

において，:Hは人的資本，T は知識の状態である. ととで新しく登場したのは人的資本の概念そ、あ, 

る。Maはhewsせ人的資本を, 労働力(L)が知識め禾IJ用可能なストック！:こついて詳しく , これを使ニ 

える源度を反映する労働力に体化された熟として定義してV、る。すこし力、忙技術の部は人間に体: 

化している。それならぱ資本(財V.め■一部に体化U ている技術もあるのでほなかろうか。ぺ ’

生摩:関数は，生産要素のストックからのサーピスのプロ々としての投入と，産出の関まを記述す-

る ものである。 これが技術と呼ぱれると ともあるが， この® の技術は工学的技術でもって, 経资学:
. ( 1 3 ) .  . -  ' .

者の取り拔う領城のもの'̂'■はないかもしれない。

しかしこめような,たとえば資本係数というようなもののはかに, 経済学め射程距離に入って.. 

くる技術問題もまた少なくない。

知識の状態ないし情報としての技術も, 現美にぱ設計図とか化学式とか製造法を記述じチこ★書み，

形態をとってぉり，必す‘-^種の資本財のなかに•休化されている。ただし市場で娠売されてい’る技術:
• . . . (X4) . ' ' .

書の価格は低く，相対的には公共財に近いという解釈も成り立つ。 '

具体的な例をあげてみると，編み物について, 特定の編み方め知識を入手すさ方法とレて: , この‘ 

編み方の図而と編み方の方法が記述されている本を麻入するとがまずきえら; る。 しかしらの綱 

み力を实際に適用する場合には, tw in -p iiiというような特殊の編み棒が必要かもしれない。これは- 

4別工具と解釈できる。离用:！:具は一種の資本財には相違な’いがい-^俄に普及している工具つまり

注(11) C25D Saito, p. 3, Fig. 3, .
, (12) Cf. Matthews, R.0.0. *The Corttribution of Science and Teclmology to Economic Development；' In C33> Williams,. 

B. R- («!.)» Science and Technology in  Econimic MacMillan, 1973, C h .1,
(13) Cf. C5> Dorfman. R„ Samuelson, P A ‘ and Solow, R. M,； Uiieaャ ProgfaUming and Economie Analysis, McGraw- 

Iini, 1958, p. 131 .史;)|-域艘' 福闽腔わ渡部痛ま.小 昭 辕 訳 f線 塑 許 画 と 経 済 分 析 な ポ 1958年; 146ぺふジ,
(14) llf j棚知の製造法がきはれてぃる’といわれるりIU々 時& h も 奴 Tけ填で服ダは,れておらず，公典toセばないが，こ: 

の仙の技術情報であ‘る。 ‘ ’

4 {688)



リ発廣途上廣、の技術移転(上i
. . . . . .■ 一 - . '... . . :~ ~ -- - :. '

韻み棒とは異なり，特定生ま物め生産に必寒な技術が体化してV、ると解釈できる。 .

;さらJ■し編み方知識と'専用工具としての轉定の編み辕を入:手して.も，な.ぉ熟純が必耍であるかも.. 

しれナぶV V 熟練が自分の練習すなわちon the jobの 館 't?得ちれれぱ無料であろう‘が,編み方の 

:講習を有料で受けることが必要という場合も考えられるe とめ填合習得された熟練は労働に休化さ 

れた技術であって，その導得は無料ではなかっためであるン 

編み物はむしる個々CD手:]:業者ないし主婦の例である V々 エ寒でもその性質は同様でもる。さき 

'にあげた航き機製造0 例をよるなら, 航空機の機体製造についてft三菱重工はすでに第2次大戦中' 

.ホ藥驗がもタで，說評1^のネ手だけ'̂ ホ̂分であ>̂ た。.搭載エンジンのJ 一79型については，存用 

-工具め輸入と指導ロッキ— ド社から派遣ぎ必要とした。電子機器については，民間；11の電子 

:辕靜の日本の技術水準It高いが，より高い精密度を寒求される寧需品については,日木とァメリ力 

合衆国との間の技術格き;大き力Xったので, 日本で製;iする費用と比較したうえで',ァメリ力から

:主要部品l e o セットを輸入するととが決定されたのであ(1| 。 ，
' • . ，. ■ ' . ，... . . . . . . . .

これらのことは, 技術移転に伴う費用について, もし技術受入者の一般的技術知識水が高'けれ 

‘ぱ, 0 面だけ■,設計!^だけの)#入' 技術移転は実現されるが,文盲率が高く, そもそも編み物など 

した:ことギない国民;や, 般を機械;Cliがま確立しておらず, 工業に適した労働者もぉらず，航 

.ぎ機製造の経熟もない国が, 解空機’ま造についT の技術を導入U ようと思えば，何から何まで移転 

しなく,てはならず, したがって移転の費用す高くつくことを意味してレ、る。日本ではしぱしぱ機械 

を輸入しそれを分解■み立'T：ることによゥでその機械r 体化されている技術を習得した。しか 

しこれは，技# 受入国側にかなりな程度の技術力、灌積されていなければ不可能でおる。

以上の記述は工業技術に関する.ことである力t, 業9 場合こは，，農事試験場で開発きれた改良品

律の導入が, 土地生産性をi 昇させる例がある》。 この改良品精ね導入は米のエR 8 の場合めよう 

，に, 補完的な肥料の投入, 灌概，深ffなどを要求することももり,資本生座性をかえって低めるこ 

ともあろうが,.士地生性を高める点でほ顕著な技術進步である。この場合には，技術は改良品種

.という中間財に具体化されている， ’
■ ■ , - ' , .. ' . ■ ''■■：• ■；, - .，’，， - ■： ■

このよラに分辦してみると, ，技術には翔識の状鶴，情報のはか>こ, 資本 th地を含む)，中間財ぉ 

よび労傭!に;体化されて̂いる部分がネる。資本に体化されている技術の価格はすでに資本財に含まれ 

ているものと解釈できを人的資本を労働者"T-*般から区別する璃电は, 熟練労働:ぐ技術者ぉよび 

経営者に体化されている技術の価格は,人的資本と輪称されをこれらの生ま要素の報酬取すなわも 

貴会 . 傳給に含まれて，いると解釈されるがらである。技術の資本と労{gに体化されている部分の認

注 (15) C31D Vernon, pp. 326 -338,

(16)' Of. Evensori, R, E„ Hoyck, Jr , J. P. and Ruttan, V, W., -Technical Cnange and Ajfricultural Trade; Threa 
帥 Is—Sugrarcane. BananaVand Ricみリn 〔31〕Y erれon, pp.

5 (589)
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識は，技術移転の径路にとってとくに重要セある。

n 技 術 選 択

(1) 適当な技衛

技術を生ま養素と♦ えれぱ, 発展途上国は先進a にi ヒ較しで技術賦存量み希少な国である。新古‘
• • • .'.， ，， ，. - ... . . ' .

典派め国際贸•iii論によH は*,発上国は技術を多く必要としない財に比較傻位ぞもつことにな 

る。しかし技術ほSiii間t ；Wliぜきもとすれぱト称?豊富国でもる先進S 内め技術に对すを相対的 

報酬傘が，発展を:t s 内のネおよ̂り挺けれぱ，技術は先進® から発展^ 上歯にき転する。ししと 

のような考えぼ規美め技術移転の.fe明として適当ですぶい点を多くもぅ。‘前享で記したように，先進:

,国間の技術移転うが, 先進国より発M 途上圍への技術制i(よ'り，庄摘的に多い。新古典辦理論- 

はこの現象を説明やき'ない , ,

お術はまたま出物' あるという性貧をもっていお。癸M途上国は自国^^技術を開発するより, 先: 

'進Iまから輸乂したはうが費用が烟•いから, これを輸入するとも考えられる。

しかし，どもらの# 《をとるにても，通め輸入財のように* 技術おけを切り離してとらえる‘ 

ことは現实1̂}̂び、なW 一般的知識めような技術tぇS 擦間のき勤が困難であるからゾ現実に行なわれ 

ている国際tn](b揉ね# 解は, 特定め座産に結び'づいてぉり，技術適択ぱ何を生産るかの選択従. 

属している。さらに# 定の財<^生 産 術 fc選択幅がもれば, どのようおを輪を選択するかの問摩が.

める。

技術輪入の決定の主体が受入国側の政府またほ私企業セある場合もあ▲。 日本は外国り直接投資 

を制限してぃたこともあるし / § 输の，一^般的水準が高かづたの力 , 外 国 か ら 知 識 ，情報だけを購入

1 セ h , 合☆ を業と V、う形かとっセいても , 外 © 資 本 の 内 容 は 技 術 情 報 の 入 手 ど 技 術 者 の 教 育 ，訓

(17)
練でネ)ゥた境合が多かった。どころが発展途上国は, 情報の入手のみでは生産できず，按術の休化: 

されている寶本財（fe械.工具）と，同じく技術の体化されている経営者? 技ポ者，熟練労働きもま 

た輪入.しなくてはならないことが多い。ときには，その製品の滅壳網までも--"括して先進から’発 

照途上国に移iiするものが, ま接投資である。第2次★戦 後 ぱ ，らくの間ぱ，被投資S 側の政ね 

不安定もあって, 民間投資は振なかったが, is年これが盛んとなり，しかも第2次大戦前め対堯 

展途上®  (植民地)への投資形態の生休が証券ほ資であったのに"̂らぺ，現在でほ直接疫資の役割が大 

きくなってきたのが国條投資形態め斑でセ*^特色でもる。 ’ ’

被投資国もいまや独立国であるから，外国からり直接投資を規制することはできる。しかし特

.注(17).…11木 で は ご ろ ,’.’'.技術检入ぱは，と.んと*，が.’ライ.•Vノスとンハケ契約によ .るもので，..外国資木の翁加はなか 

た fぬ Development Centro 6f OECD, p，51.

6 ぐ厳))



ぺ^ 廣 途 技 あ ぎ 転 （上） .

定の外国直接投資を認可すれぱ* ネれなすなわも業# わ汰定であゥて，第一段階の技術の選択はそ 

とで行なわれたととになネが, その業種内せど© よ:タを技桐も遮说するかの第二段階の決足は，外 

'国直接投資侧1̂1まカ、されることになる。

選択された技衛力’、寒当セあるか: ね技術移転に 閱̂する重妻な問おのーつである。適当\appro_ 

pHatめという規準も確定したもめ★ほなく* 触の编游堯展力、らみて適当，という意味である。.そ

の基準としては以下のようなもめが列きされ： '‘

(a)，.要素賦存量からみせ最適のもめパす''なわち最★み産出盖☆実:現するこ.と..。.‘. .，:

(b|：ft★の雇用も実まするも我まとれも実現すお墙在カああること。

(<5)インブラスレラクチュアへの依存度が媒いとと。 .

• (d )国内への成長の波及効果, 技術の普及効東り大きいとと。

(e)その国の文化や社会的諸条件と相容れるもの。 、 . -

その他, 国際収5^上を》制 約 か の 原 # 料め.#用を要求ぎれるとともあるし，雍持 • 補修の. 

習慣の不>运，熟練労働着C?)ポ足からとれ;簡単なもの> 等が寒求されることも.ある。これらは技 

術選択が乾も業にまかせられても，'最も適当なものを進択するはずのものでもるゥしかし(d), .( e )は 

だ•金業め適択基举で、ぱなく， 技桐受入處0 経済発展かを(bi準ヤあって，雨者は矛盾する,可能性が 

ある6 す お も , 私的装準と社会的i 途力ま嫩するごとがるので，ここに技術移転につ\/、でめ政’ 

府め役割の- かある。私的塞準}C よる最も適当な技输を最適(optimum) 技術と呼ぶことにする。 

これは適当な技術の』りであるが，そのすベ1：の条件をみたすものではな.いみ.

私的基準にょる最適技術め選択の間題から始あょう-

技術り糖類を:狭くとって，資本集約的, 中立的おょび労i動集約的技術の三つとする。新古典派理 

ではぃ生産要素に労働と資本めニつをボ定すれぱ, 要素Ofe界生力比率と耍素報酬比率を-^致 

させるょうな技術，いいかえれぱ等産出a 曲線と要素報酬比率を表わすま線の接点と感パXとを結ぶ 

半直線によって示される資ネ//ぎ{|̂比率をもつ技術が最適技術である新-flf孤派理論の譜仮定がみ 

たされt いるかぎり，要素報細J：ヒ率はをめ® め耍ま賦存量を反映し最適技術の採用は，産出量と 

雇用の雨方の最大化をま現し, 雨者の間に矛盾はない。

:技術適択を取り极'うにぁ 'k って, 請仮定めうもの一つである，等産出量仙線が原点に对して|0|型 

の連続し:^曲線とVパ仮定め現実性がまず問邀すると値いする。，

これゆ技術の選狹I解 (rartgfe)め間題にi t 接関係するr 挟衛の選択ホ爲は産業にょって異なるこが 

当然予想される; 常識的にいら' t ,  とぶぱ右llil^製：！! の&衛め選択幅は狭く， 道路建設業のそ

れ は 、。もし右油ま與業め技術は1 本であをと1!?̂走すれぱ(ぉそらくそれはど非現実的仮定ではな
______：一 一 .一一1 .___________   -J ’ .

法 (18) Of. C2D Alba, M.S., Indigemus hislUutional CapabilUm f&r Technology Transfer and Application： A  View 
from  the Asian Develojdns'Economies, 1975. (unpublished), p .11,

— ブ(59i) ---
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い)，そして外国直接投資がこを担当するとすれぱ(これまた非辑実的仮定，ではな'̂、)，この業種に'直择 

投資を決定した段隙でV 同時に第二段階の最適技術の選択も行なったことを意味する。

外国直接投資の誘引は,それが石油のような鉱産物が対象でもる場合は，投資先の歡ま物0 埋薄 

量が最大の投資餘引であって.,資本,労働あるいは士地とい〉ような襄寒賦存量が誘引とは考免ら 

れない。したがって，とのようなま業:t?選択される技桐は，最適技術で、あっても, 禅投資国にとっ 

て適当な技桐でない可能性ほ最も大きい。との問題に•つい.'t：はのちに邀ぺる'ぐt にする。 : 

現実には，等産出量曲線の形状が曲線でなくキンクした直線でお< c も，£1れは技術9 選択幅が 

あることを意味する。しかL；その形状が慮点に■対して右上がりの特許なボ状をなしている可能性を

検討してみる,

' ( 2 ) 等産出量線の特殊な形状 ：

第 1 図の;ように, 横軸に•労働, . 縦軸に資本をとり, 利用可能な資本/労働比率すなわち生摩活動 

が 0 A と0 B の 2 本であると仮定し，、等産出量線 CAiBJ)ズV C A iが横軸r 水乎，A iB rが横軸に

労働

対して右上がり，B, Dが横軸に対して垂直な形狀をとるも 

：とする。このとき，A i 点でほ労働報酬率すなわち貧金率 

はつねに貪となり,.しお力:シって0 A は有効な生産活狗ではな 

い。線分AiBi のいずれの点も有効ではなく,オーズソ， 

プァセ" トAi‘OEfiは有効なマァ:セッルではない。すべての正 

の妻ま報酬率に応、じて有効な点は举直線0 B 上の点のみでも 

り, 有効な生摩活動はつねに.0 B だけであ;6。 したがって 

このような場合には, 生，要素報酬比率がどのようなもので:

あっても，資本集約的技術が選ぱれることになり，産出量最大化と雇用最大化の間に矛盾が生じる
(19) 

のである。

究展途上国で卖際に, ^ のような状態が存在するかあかが，純粋理論ではな，くて，現実の技衛ぉ 

よび技術移転を分析对象とする以上, 問われナホ) ^ ぱならなV、。 ，’

等産出量線を描くためにr 資本は* 固定資本すなわち機械♦設僻ぉよひ’連転資本すなわち原村科 

等の異質のものを介計するのやあるから, 価額を使用しなくてゆならない。産出量の単位としては， 

付加価値でなくて，その産出物の重量なり面糖なりをとることもできる。労働の単位としては，.労 

働者問の资の差異-を，ナキとえぱ未熟お労傅!に換算して均質化したうえで，労働間なり労働目数を 

とる方法が考■えられる。ぁるいは勞働者1人ぁプ̂：りの̂ ^業面積‘をとり，資本/労働比率を測定する 

ことができる。’労働の測定単位として賞金#みぶいし労働費用をとることは, すでに資本/労辦比率

注(19〉〔34；!矢内原膀rィンド小工業政策の想論的舉盤■!, 学会雑誌■» 62巻さ号、（195坪 3,月）参照,

Z {592') .— T--
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発展を上国ぺ0 技術接転（上） 、

に一̂定め要素報酬比率を適用するととを意味するので，避けなくてはならない。•’

いま2本の資本/ 労働比率すなわホ生廣洁動が可能であると仮定し一方を近代工業(A),他方を 

斧統的手;C業(B)とレよう。両きは向 め ! を生摩するものである。いま産出蕴は金額でとり，資本 

なし投資も同j様に金網'"Cとることにする。また資本//きI勤|：[̂率とじて資本費用/ 労働者1人あすこ 

りの作業面積もとる0 き本係攀すなわち資本/ 産出比单(5単位をa , 資本/ 労働比率の単位をb ̂  

よう。とこに下のような仮設例を作ってみよう。 ‘

第 表

B A / B

資 本 係 数  

資勞働比率 l b

2

1
10 b

2

10

この場合には, x 額の投資による産出額の増分を J Y , ，雇用の增分を J L ふすれぱ
. . . ， ；'.'■■ • . . . . . .  J ■ ■ ■ ■

- . ..、 ，， .' ...‘ ....I . . . . 第，. 2 ..表 .. , . .ト .

第 2 まのよ

B A / B

A Y

J L

x / a

x / b

>

<

x / 2  a

10
1

10

うになり，産出量め最：fe化と雇用の最大化は明らかだ矛雇ずふのであ I レ /

ドこのよ..うな事態は，より:低い資本/ 労働比率すなわち作業.雨まあたり資本費用どいう意味での，よ 

り労働集約的技術が，より高ぃ資本係数?^もっているととから生じている。PauistreetenとFrances 

■Stewart it, のような仮設例がきわめてき実的なものだとして, A :  s. Bhallaの/ インドの勒績 

：!：寒と精米工業の事例研究を引用している。前者では近代的：£ まとAmbar Charkhaと呼ぱれる4 

'輪の手動の雜機による農村工業か比較されている。’Bhallaによ.れぱ，前者の資本係数ホ後去’のそ. 

.れの約3/4 でもる。マンドの鞍績については, イ ンド国旗のデザイV の糸車に象徴されていえよう 

，に, 農村手工業によ’る總糸はiSソ ジー以来のインド政府の優先政策0 対•象である。これはたんに廣 

用の最大化という目的ぱ力、りでなく , 国民に勤労情神を植え力けようというような精神振興的要素 

も含まれていると思われる。, しかし;̂ぶがら, 経済学的にみれば, 近代的大工■の製ロきあ>はうが戲村 

手工寨の製品より質がよいうえに価格も低い。インド軟府は農村業保護のためにトお代的工業 

，.の製品に課税している。この政策は，兩足健全なA 間とびっこの人間とを平等化するために，错全 

な人間をiyゥこ こするよラなものとして, 私自身も批判的でっ(を。またインドの経济学者0 なか

注(20) 、C f ‘ Streeten, I^aul &  Stewart, Frances, "Conflicts b e t w e e n  O u t p u t  a n d  E m p l o y m e n t  Objectives in Develdpln* 

Countries, in X.2S) $treeten, P a u l  (ed-), The Frontiers of Devehpmmt StudiesiUatMillm, London' 1972, G h；19, 

(21〉 矢め原刻勤事情の特貧と問題点.j, C29D 商橋武編.*■イ，ンドの労働’事情J .プ-ジア経済研3i摘 * : I960年,..，第.2章参‘-

 9 (593) ——

ilM mi がヤザぅ中断、 放̂ ^输乂がぼほgせお̂ ^ ^ ま̂
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* 等廣出量あたり最も多<:の労働找入をまする方法 し

産出量の単位は1であるから，資本係数は資本め数値に等しレ。 .

この場合に，最も労働樂約的方法E による等摩.出量を示す点は，有効な等産出臺高織の[̂；1側にも, 

るから，どのような耍索報酬比率の下でも有効な点ではない。ただレ扉用量は最も大きい。いくら，'

法（22) (22') Palit, S, K‘，"The I^ lo  of Small Industries in Indian Econoniy/* Indian Journal of Ekommies, Jamiary 

，..1958パ.’ .‘，'V'.： ， ，，，.，‘ ' . . ■
(23) 〔28〕自treeten, p: 322. ,
(24)〔1ぬ Employ^iUi IniOTim and Equalitŷ  International Labour Offlco, 1972, Part 11., 8. Employment and Tech

nical Choice in Ro^ Construction. ‘，

"— 10 (5P4)
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rぢ由学会ぜ誌res卷7,8号 （1975年7‘8月） ' ， ‘

にもご-のような政toこ批判的な者が多く , なかでもS. K ‘ Palitはチヤル力と近代的！績rt填り生 

産品の中位の番きね糸の生塵費を比較して, 後者は前者の68、ぼ％と算出してV、る。 - ：'

インドの精米藥Iこ'0 いては, Bh如a；は廣用を最大イヒする.技術すなわち労働)者1人め作業面積あ 

たり最低の費用をもつ生産活動の資本係数は,.近代6^精米主場のをれの2悟でもる，つまりA/B 

は 1/2であるが，作案面積あたり必要投資：額どまり資本/ 労働比率は約100信すなわもこめ:A/B
■{23) ■

は100としている。

先に記したょうに•，道路i 設 は 工 学 資 本 / 労働比率の選択範囲の広'いと思われる廣參でもる

が，これについてはケゴT の事例拼究がある。これ{̂ ケ̂ニァの砂利鋪装遣路建設：̂とっぃての1968年
(24)

の調查にもとづく研究でおる。

産出量り単位としては, 砂利道路1 マイルがとられている。' 建敦の作業工程は，草むらの除去，• ： . . V ., " ■ - ， ' . ■

表士0 除ま，地赚り, 岩石除去，砂利採取, 砂利運搬, 散布の6 に分割される。そのうえで資本費i 

m  (機械設備，そのとんと‘ti輸入う, 厳材轉費ドぜ労者の賞金および未熟練考働者の賞金が，1 づ 

イルあたり各工程別資出されている。さら生産落動として, 最も労働集的，;feも資本舉約6^，:• . ' ' . ' . ，，' . ニ.，

その海合として, - 混合方法T , n およびfflの5 を区別する。産出；f t 1 マイルあたりの資本としては 

機械設備費用と原材料費の合Wがとられ，労働!としては貧金率も計算されている力V 資本/労働比 

率算出の際には, 未熟純勞働者: 労働日数がとられている。こ,めき料にもとづき, ま出量1 マイル 

.ホ)たりの資本と勞働を算出した結果を妻約する第3 參のようになる。その結果にもとづき，道路ン 

建設 1 マイルあたりの等産出量線を描くことができる6

第 3 表

養,あ 労 嫩 資 本 / 労 働 比 率

最も労働集約的方法(E)=* 

最も资本染約的方法(A》 

混 合 方 法 1(B) 
混 p  H 法 n(c) 

混’合 方 法 m(D)
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、 発展途上国ぺの技衛彩̂ ン(jj) : ,

なA；でも現実にこの点力’、選択される可磁性は小さいと插定されよう。 しかじ発展徐は''"‘重社
V .，.：. . . ：,.. !■ • • ■■ , ■-： . . . . .  . : . . . .  . . . . . ' •.

会 • 二重経済構造を形成しており,農ネ悄們がら近代部門への労働の移動には社会的に大きな抵扰 

があり, 経済的数用も大きいめで, 二重経済を与件とすれば，第1図の2本の技贫キ0 B とQ A は孤 

立しており, B, t A i を結ぶととはやきfみ V とのとき農村部門に)I用を創出するため0 A め技術 

を適択し, 近代部門では0 B の技術を選狹すをというのきレさきの;マンドの紘績工業政策の根拠と 

して正当化されるかもしれない。 〔以下次号;)

• ' • .. .. . J .. ■, ,• '1• .‘ ‘... ' .... ■ • . . ,
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